
第１節

障害のある子供の教育・育成に関する施策

１．特別支援教育の充実

（１）特別支援教育の概要
障害のある子供については、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立や社会参加に必要な力
を培うため、一人一人の教育的ニーズに応じ、多様な学びの場において適切な指導を行うととも
に、必要な支援を行う必要がある。現在、特別支援学校や小・中学校の特別支援学級、通級によ
る指導（※１）においては、特別の教育課程や少人数の学級編制の下、特別な配慮により作成され
た教科書、専門的な知識・経験のある教職員、障害に配慮した施設・設備等を活用して指導が行
われている。特別支援教育は、発達障害も含めて、特別な支援を必要とする子供が在籍する全て
の学校において実施されるものであり、通常の学級に在籍する障害のある児童生徒に対しても、
合理的配慮の提供を行いながら、必要な支援を行う必要がある。
　2022年５月１日現在、特別支援学校（小学部・中学部）及び小・中学校の特別支援学級の在籍
者並びに小・中学校の通級による指導を受けている児童生徒の総数は約62万人（※２）となっており、
増加傾向にある。また、通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒数の割合
は、小・中学校においては約8.8%、高等学校においては約2.2％となっている。
※１：通級による指導
　　　�小・中学校及び高等学校の通常の学級に在籍する障害のある児童生徒に対して、ほとんどの授業（主として各教

科などの指導）を通常の学級で行いながら、一部の授業について障害に基づく種々の困難の改善・克服に必要な
特別の指導を特別の場で行う指導形態。対象とする障害種は、言語障害、自閉症、情緒障害、弱視、難聴、LD、
ADHD、肢体不自由及び病弱・身体虚弱。

※２：通級による指導を受けている児童生徒の総数は、2021年度通年の数。

■図表３-１　特別支援学校等の児童生徒の増加の状況

資料：文部科学省

○ 直近１０年間で義務教育段階の児童生徒数は１割減少する一方で、特別支援教育を受ける児童生徒数は倍増。

○ 特に、特別支援学級の在籍者数（２．１倍）、通級による指導の利用者数（２．５倍）の増加が顕著。
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（注） 通級による指導を受ける児童生徒数（18.2万人）は、最新の調査結果である2021年度通年（国公私立）の値を
用いている。
なお、2012年度の通級による指導を受けている児童生徒数（7.2万人）は、5月１日時点（公立のみ）の値。 
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